
ネット熟議（熟議カケアイ）運営状況報告
（2010年4月17日～10月31日）
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10月

4/17

未来の学校

７月６月５月

ＩＣＴの活用

国立大学法人の
課題や改善方策

我が国の研究費を
使いにくくしている問題点

6/7

5/31

6/17

6/3
6/30

5/27

学校評価ガイドライン
はどうあるべきか？

6/14
6/24

3,131コメント
7,010コメント

210コメント

198コメント

146コメント

教員の資質向上方策（5テーマ）

我が国が「スポーツ立国」を
目指す上で必要な方策は？

熟議カケアイをより良くするには？

600コメント

402コメント
7/22

593コメント

8月

8/12

9月

「元気な日本復活
特別枠」関連
・初等中等教育関連
・高等教育関連
・科学技術関連
・スポーツ関連
・文化芸術関連

研究費を使い易く
するための方策

104コメント

1664コメント

10/22

コメント総数 14,058件

投票総数 14,520件

熟議実施状況

（平成22年11月12日時点）

9/27
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件

一般参加者 ファシリテーター 文部科学省等 懇談会等 政務三役

サイト運営状況 基礎データ

・コメント数日次推移類型別

（平成22年10月31日時点）

未来の学校

教員の資質向上

熟議カケアイをより良くするには

ICTを活用した学校や学び

国立大学法人の課題やその改善方策

研究費を使いにくくしている問題点

学校評価ガイドライン

スポーツ立国

特別枠要望

研究費（一層具体化）
熟議未開設期間

熟議を開設しない期間を設けることで、参加者の減少が懸念されたが、

特別枠および研究費に関する熟議を再度開設したタイミングで一定数のコメントが為された。

サイトの運営においては、文部科学省がファシリテーションを行うことが定着し、職員からも
継続的な投稿が為されている。
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サイト運営状況 基礎データ

・発言回数別会員数

発
言
回
数

人数

全体のコメントの80％を、

約5％（75人)の参加者が投稿している。

（平成22年10月31日時点）

第一期終了時と同様に、全体のコメントの80%を、約5%(75人）の参加者が投稿している。
一方で裾野の広がりが一定程度あり、ロングテールのグラフとなっている。

特定の参加者の発言数が多く、幅広い参加者による「熟議」の趣旨から、偏りの解消の検討が必要である
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ページビュー（ページ） 訪問件数（件）

サイト運営状況 基礎データ
アクセス数日次推移（ページビュー、訪問件数）

・ 1日平均ページビュー 12,000 PV
・ 1日平均訪問件数 1,500 件

第一期の展開（4月17日～8月31日） 第二期の展開（9月27日～10月22日）

・ 1日平均ページビュー 10,300 PV
・ 1日平均訪問件数 1,800 件

第二期の展開においては、1日あたりの平均訪問件数が1,800件と、第一期に比して約300名の増加が見られた

（平成22年10月31日時点）
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新規登録ユーザー数（人） 合計会員数

サイト運営状況 基礎データ
新規登録会員数日次推移

4/17 134 人（サイト開設）
4/18 169人
4/19 129人
4/20 128人

スポーツ立国研究費教員資質・ICT

第一期の展開（4月17日～8月31日） 第二期の展開（9月27日～10月22日）

（平成22年11月12日時点）

特別枠要望
研究費第二段

新規登録ユーザー数 合計会員数

第二期の展開において、367名以上の参加者が新規に登録をしている。
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20代以下 30代 40代 50代 60代以上

男性, 1771 女性, 419

サイト運営状況 基礎データ

会員数合計 2,190 名

会員数性別

会員数年齢別

81%                                         19%

（平成22年11月12日時点）

15% 18%              37%               22%          8%

第一期終了時の報告から、性別・年齢共に分布に大きな変動はなく、依然として男性４０代の参加者が多い傾向



7

北海道 89 栃木県 13 石川県 17 滋賀県 15 岡山県 30 佐賀県 10

青森県 21 群馬県 23 福井県 13 京都府 48 広島県 40 長崎県 10

岩手県 12 埼玉県 79 山梨県 20 大阪府 97 山口県 15 熊本県 26

宮城県 32 千葉県 79 長野県 16 兵庫県 160 徳島県 11 大分県 18

秋田県 3 東京都 594 岐阜県 18 奈良県 20 香川県 11 宮崎県 14

山形県 17 神奈川県 169 静岡県 49 和歌山県 16 愛媛県 18 鹿児島県 19

福島県 18 新潟県 16 愛知県 72 鳥取県 23 高知県 8 沖縄県 18

茨城県 57 富山県 9 三重県 54 島根県 17 福岡県 40 海外 16

0.0000%

0.0005%

0.0010%

0.0015%

0.0020%

0.0025%

0.0030%

0.0035%

0.0040%

0.0045%

0.0050%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島

沖
縄
県

サイト運営状況 基礎データ

会員数都道府県別

対人口比各都道府県参加者割合

（平成22年11月12日時点）

各都道府県対人口比では、第一期終了時から大きな変動はない
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サイト運営状況 基礎データ
会員数グループ別

教職員

41%

保護者

11%

教育行政等

6%

学者・研究者

12%

学校・地域ボ

ランティア

11%

学生

5%

科学技術関

係者

7%

文化芸術関

係者

1%

スポーツ関

係者

3%

政務三役・文

部科学省

2%

熟議懇談会

等

1%

政務三役・文部科学省 46
熟議懇談会等 24
教職員 903
保護者 233
学校・地域ボランティア 249
教育行政等 127
学者・研究者 262
学生 103
科学技術関係者 149
スポーツ関係者 73
文化芸術関係者 21
合計 2190

（平成22年11月12日時点）

第二期にかけて、スポーツ関係者、文化関係者等のグループが新たに追加された。


